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研修機会を提供するための仕組みをどのように設けるかが課題となる。その例として、「職業

能力形成プログラム」91の提供の中で、フリーターや子育て終了後の女性などの職業能力形成

の機会に恵まれない人への積極的な訓練・教育を行う制度の充実が求められる。その際、上記

プログラムの履修実績や評価結果のほか、技能検定実績やこれまでの職務実績などを記載した

ジョブ・カードの活用が重要である。

第5節 まとめ

本節では、これまで述べてきた労働市場の変化が進む中での家計部門の対応について改めて

整理し、特に重要と思われる分析内容、政策対応への示唆を指摘することとする。

●非正規雇用の増加は雇用確保の利点がある一方で雇用形態の多様化を促進

景気回復が長期化した2006年においては、正規雇用者が増加に転じたが、引き続き非正規

雇用者も増加し続けている。増加する非正規雇用者の雇用形態の理由を尋ねた各種の調査結果

によれば、「正社員として働ける先がなかった」という消極的な理由が２割程度みられている

こと、また、一般に家計の基幹となる男性に、そうした消極的な理由が比較的多くみられるこ

とにも留意が必要である。

人的資本の形成に関して、正規と非正規雇用者で差があり、それが賃金に反映されることが
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（2）Off-JT（1）計画的OJT
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企業の計画的OJT、Off-JTによる訓練の実施には、 
正社員と非正規従業員との間で大きな差がみられる 

（備考）1．三菱総合研究所（2006）「平成17年度　厚生労働省委託　能力開発基本調査報告書」により作成。 
　　　　2．なお、（1）（2）とも、正社員と非正規従業員の訓練割合は、1％水準で統計的に有意な差があった。 

サンプル数は、正社員＝1,316、非正規従業員＝903。 

第3－4－16図　正社員と非正規従業員の企業内訓練の差

（91）希望者（フリーター、子育て終了後の女性、母子家庭の母親などの就職困難者のほか、新卒者も対象）に対し、
協力企業などにおける「雇用訓練方式」と「委託訓練方式」によるOJT（実地訓練）と座学を組み合わせたプロ
グラムを積極的に提供するもの。
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懸念される。賃金関数により要因を幾つかに特定した賃金の変化をみると、正規と非正規雇用

者では特に正規雇用者の賃金に勤続年数が影響していることが示された。また、個人アンケー

トでみた能力開発では、上司などからのOJTや企業外研修の面で非正規雇用者は相対的に機

会が少ない状況となっている。さらに、処遇についても同じ仕事内容でも同じ賃金体系となっ

ていないが、企業側にとっては、非正規雇用者についての情報（定着性や能力など）に乏しい

ことから、あえて正規雇用者との均衡処遇ができない状況にあり、労働市場の効率性向上の取

組が求められる。

また、非正規雇用の増加の背景について幾つかの検証を行った。IT化との関連では、WEB

やLANといったネットワークの活用により、一般事務職の減少、アウトソーシングの進行の

可能性がある。グローバル化との関連では、現地生産をする場合には正社員を増やす反面、逆

輸入比率を高める場合には正社員をむしろ減らす方向に働き、空洞化への懸念が示された。ま

た、女性労働力の高まりが非正規雇用によってまかなわれていること、さらに、団塊世代の退

職の影響が、特に基幹労働者であり、かつ既に正規比率の最も高い「30歳代労働者」の雇用

不足感として表れており、雇用不足感の解消が困難である可能性も示された。

●雇用形態の多様化に対応した雇用保護制度の設計の必要性

雇用形態の多様化については、法制度が果たす役割も大きい。職業安定法に基づく労働者保

護の観点に加え、雇用確保・活用という観点を備えた労働者派遣法が成立した。我が国のみな

らず、諸外国でそうした労働者派遣が活用されており、我が国と同レベルかそれ以上の普及が

みられる国もある。

雇用保護制度と失業率の関係をみる場合には、経済全体としての雇用保護の影響だけでなく、

よりきめ細かな視点から雇用保護規制をみる必要がある。雇用保護の制度の設計に当たっては、

若年雇用への影響を見極める必要がある。

雇用形態の多様化が進む中で雇用保護規制を緩和する際に生じ得る労働紛争の増加に対応し

て、円滑かつ迅速な解決に資する各種紛争処理制度が広く普及されることが重要である。

●雇用形態の多様化に応じた労使交渉の仕組みで労働市場の効率性を図ることが重要

制度の充実とあいまって、労使間で効率的な労使交渉を行う場を設定する工夫も必要である。

一般的な経済学の見地からも、労働組合の交渉力の強さと効率的な賃金・雇用決定との関係が

導かれる。かつては、労働組合による組織化が資本家階級との労使交渉で有利な条件を引き出

すために一定の役割を果たした。現在においても、2000年以降、労働組合加入の労働者は、

無加入の労働者に比べ、賃金プレミアムが存在すること、福利厚生の満足度が高いことなどが

示された。

現状、労働組合組織率が趨勢的に低下しており、非正規雇用の増加などを踏まえると、雇用

形態の多様化に対応した新しい労使交渉の枠組みを考慮する必要がある。そうした中で、労働
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者が企業と有効な労使交渉の場を確保するためには、企業内の発言型従業員組織や労使協議機

関の活用も考えられる。実証面からは、こうした組織・機関についても賃金プレミアムが見い

だされ、労働者の交渉力向上に寄与していることが示される。

非正規雇用者の増加などにより、企業内の労働組合に所属していない又はできない労働者が

増加している中で、労働者が交渉を通じ労働価値に見合った賃金、労働条件が適切に獲得され

れば、労働市場の効率性の改善にも資することになる。

●低所得者層への政策的な対応として考えられる社会保障・税・雇用を含めた制度設計

これまで、格差と成長については、クズネッツの逆U字仮説より、成長の過程でいったんは

格差が拡大するものの、次第に縮小するとされてきた。しかしながら、最近の研究では、成長

と格差が同時に進行する例もみられ、特に我が国やアングロサクソン系の国々で、そうした傾

向がみられる。その背景として、一部にIT化やグローバル化の要因もあるが、それだけで全

てを説明することはできない。

今後、低所得者層への政策的な何らかの対応が重要とも考えられる。諸外国では、社会保障

給付に税制や雇用の柔軟性を組み合わせた制度の導入がみられる。我が国でも、非正規雇用者

を始めとする労働者への教育の機会の充実などの政策的取組が期待される。
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